
議員自主研修事業実績報告書 

氏名  木下 啓爾    

議員自主研修事業について、下記のとおり報告します。 

１ 受講した研修 

実施機関 全国市町村国際文化研究所 

研 修 名 「市町村議会議員特別セミナー」（2日間） 

研修内容 
「財政分析の意義」「財政健全化法の概要」につい

て理解を深め、財政運営において議員の果たすべき

役割について理解を深める。 

研修期間 令和７年２月６日～２月７日 

研修日程 

〇２月６日（木） 

第１講座 １３：００～１４：３０ 

演題：「自治体の財政運営と議員の役割」 

講師：静岡県立大学経営情報学部 教授 小西 敦 氏 

第２講座 １４；４５～１７：３０ 

演題：「自治体財政を診る  

～財政状況資料集に基づく指標分析家～」 

講師：有限責任監査法人トーマス 

 パートナー 公認会計士 小室 将雄 氏 

〇２月７日（金） 

第３講座 ９：３０～１２：００ 

演題：「財政指標分析に関するグループ演習」 

講師：有限責任監査法人トーマス 

 パートナー 公認会計士 小室 将雄 氏 他 

第４講座 １３：００～１４：３０ 

演題：「今後の健全な行財政運営に向けて」 

講師：有限責任監査法人トーマス 

 パートナー 公認会計士 小室 将雄 氏 

２ 経費の内訳 

経費の種類 内 容 金 額 

研修費 
研修費 8,050円 

振込料  220円 
8,270円 

交通費 

利用する公共交通機関（区間） 片道・往復  

高速バス 

（ 高森  ～ 名古屋 ） 
3,100円×２ 6,200円 

JR代金 

（ 名古屋 ～ 唐崎 ） 
2,530円×２ 5,060円 

JR新幹線料金 

 （ 名古屋 ～ 京都 ） 
2,640円×２ 5,280円 

経費の合計額 24,810円 

３ 添付書類 

・領収書等 



４ 成果等 

自己評価 

評価項目〔５～１のいずれか１つの番号を○で囲む｡〕 理由〔具体的に記入〕 

・研修内容の選定は適切であったか 

適切  ➄ ・ ４ ・ ３ ・ ２ ・ １ 不適切 

内容が「自治体財政の見

方」で、今までの予算・決

算審議の一助になった 

・研修の目的（学び）は達成できたか 

できた ➄ ・ ４ ・ ３ ・ ２ ・ １ できなかった 

予算・決算審議の新たな

視点が加わった 

・事前の調査、準備は十分であったか 

十分 ５ ・ ４ ・ ➂ ・ ２ ・ １ 不十分 

講座前に著書を読むなど

の事前の準備が必要で大

変だった 

・研修を通して自身の能力が向上したと思うか 

した  ➄ ・ ４ ・ ３ ・ ２ ・ １ していない 

「財政健全化法」や「自治

体財政の見方」について

の意識が高まった 

・具体的な活用の有用性、実現性があるか 

ある  ５ ・ ⓸ ・ ３ ・ ２ ・ １ ない 

高森町の「財政」について

質の高い評価が出来る知

識が高まった 

研修報告 
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令和７年２月２７日 

高森町議会議長 

岩口 友雄 様 

研 修 報 告 書 

議席番号８番 木下 啓爾  印 

 

令和７年２月６日（木）から７日（金）までの２日間、全国市町村国際文化研修所（大津市）にお

ける「市町村議会議員研修［２日コース］」に参加してまいりました。下記に、その研修内容について

報告いたします。 

 

 

記 

 

I. 研修の趣旨 

財政健全化法の概要や健全化判断比率等の各財政指標について、講義や演習によ

る研修を通じて財政指標分析の手法について学び、高森町の現状を見直し議会活動

の一助とする。 

 

 

II. 研修内容（講演内容） 

〇２月６日（木） 

第１講座 １３：００～１４：３０ 

演題：「自治体の財政運営と議員の役割」 

講師：静岡県立大学経営情報学部 教授 小西 敦 氏 

第２講座 １４；４５～１７：３０ 

演題：「自治体財政を診る ～財政状況資料集に基づく指標分析家～」 

講師：有限責任監査法人トーマス パートナー 公認会計士 小室 将雄 氏 

 

〇２月７日（火） 

第３講座 ９：３０～１２：００ 

演題：「財政指標分析に関するグループ演習」 

講師：有限責任監査法人トーマス パートナー 公認会計士 小室 将雄 氏 他 

第４講座 １３：００～１４：３０ 

演題：「今後の健全な行財政運営に向けて」 

講師：有限責任監査法人トーマス パートナー 公認会計士 小室 将雄 氏 
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講義の目的 

自治体財政の現状、財政運営において議員の果たすべき役割、財政分析指標の意義、財政健全化

法の概要や健全化判断指標のポイントについて理解を深める。 

 

① 自治体財政の現状 

・「地方財政白書」とは、内閣（総務省）が作成する。内閣は、毎年度地方財政の状況を明らかにし

て、これを国会に報告しなければならない。 

・目的別歳出純計額の状況における「歳出純計額」は、国が９１兆８，６５６円（全体の 44.1％）、

地方が１１６兆５，７０８億円（全体の 55.9％）となっており、令和 4年度の地方公共団体の普

通会計の純計決算額の推移は、新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減少等により、歳入・

歳出ともに減少している。 

・令和 4 年度の実質収支については、市町村においては昭和３１年度以降黒字となっている。（実

質収支が赤字である団体は、市で 1団体（夕張市）のみである。） 

・令和 4年度の経常収支比率（弾力性の度合いを判断する指標）について、市町村においては、前

年度と比べると 3.3ポイント上昇の 92.2％となっている。 

・令和 4年度の実質公債費比率（交際費に係る負担の度合いを判断する指標）いついて、市町村の

実質公債費比率は、前年度と同率の 5.5％となっており、低下傾向にある。 

・令和 4年度の将来負担比率（将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標）について、市区及

び町村においては、充当可能財源が将来負担額を上回っている。 

② 議員の役割 

・地方議会の役割及び議員の職務等の明確化 

 【地方自治法 89条】 

・普通地方公共団体に、その議事機関として、当該普通地方公共団体の住民が選挙した議員を

もって組織される議会を置く。 

・普通地方公共団体の議会は、この法律の定めるところにより当該普通地方公共団体の重要な

意思決定に関する事件を議決し、並びにこの法律に定める検査及び調査その他の権限を行

使する。 

・前項に規定する議会の権限の適切な行使に資するため、普通地方公共団体の議会の議員は、

住民の付託を受け、誠実にその職務を行わなければならない。 

【日本国憲法】 

・［地方公共団体の機関］第９３条 地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事

機関として議会を設置する。 

〇２月６日（木） 

第１講座 １３：００～１４：３０ 

演題：「自治体の財政運営と議員の役割」 

講師：静岡県立大学経営情報学部 教授 小西 敦 氏 
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・地方議会の権限 

・［地方自治法］第９６条 議会は、次に揚げる事件を決議しなければならない。「条例の制定・

改廃」「予算の決定」「予算の認定」「地方税の賦課徴収又は分担金等の徴収」「契約締結」な

ど 

③ 重要な財政分析指標 

・標準財政規模 

・地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、

標準税収入額等に普通交付税を加算した額。 

・標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額 

・標準税収入額等 

・標準税収入額等＝地方税、地方譲与税等の理論上標準的な見込み額 

・基準財政収入額 

・基準財政収入額＝標準的な地方税収入×７５／１００（原則）＋地方譲与税等 

・基準財政需要額 

・基準財政需要額＝単位費用（測定単位１当たり費用）×測定単位（人口・面積等）×補正係

数（寒冷補正等） 

・財政収支 

・形式収支＝「歳入決算総額」‐「歳出決算総額」 

・実質収支：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもの 

・実質収支＝「形式収支」－「翌年に繰り越すべき財源」 

 

④ 財政健全化法と健全化判断指標 

・財政健全化法（正式名称：地方公共団体の財政の健全化に関する法律） 

・地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必要な場合に

迅速な対応を取るための法律 

・財政健全化法３条１項 

・健全化判断比率の公表等 

・地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその査

定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全化

判断比率を議会に報告すると共に、当該健全化判断比率を公開しなければならない。 

・実質赤字比率 

・当該地方公共団体の一般会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

・実質赤字比率＝一般会計等の実質赤字額／標準財政規模 

・連結実質赤字比率 

・当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は不足額の標準財政規模に対する比率 

・連結実質赤字比率＝連結実質赤字額／標準財政規模 

・実質公債費比率 
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・当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対

する比率 

・実質公債費比率（３か年平均）＝（地方債の元利償還金＋準元利償還金）‐（特定財源＋元

利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）／標準財政規模‐（元利償還金・準

元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・将来負担比率 

・一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需

要額算入額を控除した額に対する比率 

・将来負担比率＝将来負担額‐（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在額等に係る基

準財政需要額算入見込額）／標準財政規模‐（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需

要算入額） 

 

⑤ まとめ 

・議会は、憲法上の「議事機関」として必置 

・議員は、住民から直接選挙され、民主主義的正統性を強く持つ 

・「非正常」な財政運営が行われていないか、議員が評価・監視 

・評価・監視の観点としては、①時系列比較。②類似団体比較、③同一都道府県内の他市町村との

比較、④全国の市町村との比較、など 

・決算審査で得た知見を予算審査に結び付ける 

 

 

１ 地方公共団体の決算情報の公表 

 都道府県及び市町村の決算情報については、整理・分析の基となる決算データである「決算状況調」

のほか、マクロベースで整理・分析された「地方財政白書」、ミクロベースで整理・分析された「財政状

況資料集」等を公開している。 

① 「決算状況調」 

・各団体の普通会計決算に係る主要な数値（歳入、歳出）を団体別にまとめたもの 

② 「地方財政白書」 

・地方財政法に基づく内閣の国会報告文書で、市町村規模の算出・分析等を整理したもの 

③ 「財政状況資料集」 

・各団体の財政指標等について、類似団体比較・経年比較等の観点から整理し、各団体の分析コメ

ントを付したもの 

〇２月６日（月） 

第２講座 １４；４５～１７：３０ 

演題：「自治体財政を診る～財政状況資料集に基づく指標分析家～」 

講師：有限責任監査法人トーマス パートナー 

 公認会計士 小室 将雄 氏 
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２ 財政状況資料集の概要 

① 総括表 

② 普通会計の状況 

③ 各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率 

④ 財政比較分析表 

⑤ 経常経費分析表 

⑥ 歳出決算分析表 

⑦ 実質収支比率に係る経年分析、連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析、実質公債費比

率（分子）の構造、将来負担比率（分子）の構造 

⑧ 公会計指標分析／財政指標組み合わせ分析表 

⑨ 施設類型別ストック情報分析表 

３ 自治体財政指標の分類 

対象の 

範囲 

視点 

普通会計 

（≒一般会計等） 

特別会計まで 

含む 

一部事務組合・ 

広域連合まで 

含む 

公社・三セク等まで 

含む 

資金繰り 

形式収支 

実質収支（赤字）

比率 

連結実質赤字比率 

（資金不足比率） 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

歳出構造 経常収支比率 

義務的経費比率 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

 公債費負担 

公債費負担比率 

公債費比率 

起債制限比率 

‐ ‐ ‐ ‐ 実質公債費比率 ‐ ‐ ‐ ‐ 

 人件費負担 

人件費比率 

ラスパイレス指数 

人口当たり職員数 

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

歳入構造 
財政力指数 

自主財源比率 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

ストック 
将来にわたる実質的

な座院生負担比率 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 将来負担比率 

４ 自治体財政指数の概要 

① 資金繰り指数 

② 歳出構造（公債費負担、人件費負担） 

③ 歳入構造 

④ ストック指数 

５ 監査委員による健全化指数の審査 

・審査の基本は、指標値の信頼性を保障する 

・健全化基準（再生化基準）以上かどうかのみに着目した（程度の）審査で良いのか 
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・多様な会計・公社・法人の決算関連数値の正確性を検証するための専門知識 

・決算審査等の手続との関係 

・具体的な指標審査手続きの明確化（説明責任） 

 

 

 

グループ演習の概要 

・参加者１４１名を２８グループに分け、１グループ５人で２時間１５分程度でデスカッションを

実施する。 

・私たちのグループは、第１班（６グループ）で、北海道Ｋ町、福島県Ｄ市、石川県Ｋ市、鳥取県

Ｋ町、長野県高森町の各議員であった。 

・「I県Ｈ市」「Ｋ県Ｈ町」「Ｋ県Ｍ市」の３事例から１事例を指定され、与えられた「Ｋ県Ｈ町」の

資料を基にグループ内で財政指標分析をおこなった。 

【与えられた資料】 

① 令和４年度財政状況資料集 

② 普通会計の状況 

③ 各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率 

④ 市町村財政比較分析表（普通会計決算） 

【分析項目】 

Ⅰ資金繰りの状況 

Ⅱ公債費負担の状況 

Ⅲ人件費負担の状況 

Ⅳ歳出構造の状況 

Ⅴ歳入構造の状況 

Ⅵストックの状況 

【グループでの分析結果】（概略） 

・人口は 11,293人（令和 2年）、世帯数は 6,360。 

・歳入総額 11,577,350（千円）歳出総額 11,182,369（千円） 

・職員の状況は、一般職 342人（内、消防職員 100人） 

・「地方税の状況」から、目的税（入湯税）554,129（千円） 

・「歳出の状況」から、衛生費 1,309,434（千円）、消防費 977,769（千円） 

〇２月７日（火） 

第３講座 ９：３０～１２：００ 

演題：「財政指標分析に関するグループ演習」 

講師：有限責任監査法人トーマス パートナー 

 公認会計士 小室 将雄 氏 

 公認会計士 常峰 和子、嶋崎 諒、山岡 正人、松田 章大氏 
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・「財政力指数」は 1.33、類似団体内順位１／６８、全国平均 0.49、Ｋ県平均 0.86。 

・「経常収支比率」は 99.7％、類似団体内順位６８／６８、全国平均 92.2、Ｋ県平均 96.7。 

・「人口 1人当たり人件費・物件費等決算額」は 572,130（千円）、 

類似団体内順位６８／６８、全国平均 160,081（千円）、Ｋ県平均 155.031（千円）。 

・「人口 1,000人当たり職員数 31.90人、 

類似団体内順位６８／６８、全国平均 8.26人、Ｋ県平均 9.11人。 

・「有形固定資産減価償却率」は、73.896、 

類似団体内順位６２／６８、全国平均 65.1、Ｋ県平均 62.1。 

○グループ内での分析結果 

「Ｋ県Ｈ町」の「財政状況資料集の総括表」から第１に目につくことは「一般職 342人（内、消

防職員 100人）」である。人口 11,293人に対して消防職員が多い、このことは、「市町村財政比較分

析表」に記載のある『当町の人口は 1.1万人ほどであるが、年間を通じて 2,000万人もの観光客が

訪れる首都圏でも有数の観光地であり、観光客へ対応するために人口を大きく上回る処理能力を有

した処理施設、下水道施設の維持管理や消防・救急体制の強化が必要不可欠である。・・・中

略・・・また、人口が年々減少していることもあり、「人口 1人当たり人件費・物件費」は増加傾向

にある。』から、問題点や今後の課題も見えてくる。 

「Ｋ県Ｈ町」が「神奈川県箱根町」と推測すると、「処理施設、下水道施設の維持管理や消防・救

急体制の強化」は必要不可欠であり、何らかの税収増加を考えなければならない。そのためには、

全国的に注目を浴びている「観光税」などの対応が急務であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地方財政を取り巻く最近の動向 

① 実質公債費比率は低下傾向にある 

② 将来負担比率も低下傾向にある 

③ 経常収支比率は 90％前後で推移している 

④ 新経済・財政再生計画 改革実行プログラム２０２４に位置付け 

⑤ ４つの分野（社会保障、文教・科学技術、社会資本整備、地方行財政）での改革のロードマップ

が具体化されている 

２ 地方公営企業の経営改善 

① 新経済・財政再建計画 改革実行プログラム において、公営企業の経営改革に向けたロード

マップが示されている 

〇２月７日（金）午後 

第４講座 １３：００～１４：３０ 

演題：「今後の健全な行財政運営に向けて」 

講師：有限責任監査法人トーマス パートナー 

 公認会計士 小室 将雄 氏 
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・公営企業の業務効率化と抜本的な改革・公営企業会計の適用促進 

・水道事業における持続的経営を確保するための取組の促進 

・下水道事業における持続益経営を確保するための取組の促進 

・公立病院・第三セクター等における経営改善の推進 

② 地方公営企業の経営改善が推進されている 

③ 地方公営企業の経営改善が推進されている 

④ 公営企業会計適用の取組状況 

⑤ その他の事業を含め公営企業会計の適用が推進されている 

⑥ 公営企業会計の適用拡大に対し、途方財政措置がある 

⑦ 経営戦力は令和７年度までの見通しが求められている 

⑧ 令和５年度末における経営戦略の策定・改定状況 

⑨ 経営戦略の改定にあたっての留意点が示されている 

⑩ 水道管路耐震化事業に係る地方財政措置が充実されており、令和７年度時点での経営戦略の改

定が要件化される予定 

⑪ 令和６年度能登半島地震の教訓を踏まえ、公営企業債（防災対策事業）が創設されている 

⑫ 水道事業の広域化が推進されている 

⑬ 下水道事業の広域化が推進されている 

 

３ 地方公会計の推進 

① 限られた財源を「賢く使う」取組を行うことが極めて重要 

② 財政の効率化・適正化が地方公会計の目的の 1つ 

③ 新経済・財政再生計画 改革実行プログラムにおいて、地方公会計の取組による財政状況の「見

える化」が推進されている 

④ 地方公会計の整備・活用に向けた改善と効率化が求められている 

⑤ 統一的な基準に基づく財務書類の体系が示されている 

⑥ 「財務状況資料集」において組合せによる分析も行われている 

 

４ これからの自治体経営に求められるもの 

① 大きな社会環境の変化から、自治体経営に求められるものも変わってきている 

② 一方で、これまで継続されてきた行政サービスをどのように維持し、また見直していくかも自治

体経営に求められる大きな課題 

 

 

 

 

 

 

 

各種計画 

予算・決算 

自治体経営の 

継続性 

大きな社会環境の 

変化への対応 
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③ 今後の検討にあたっては、バックキャストの考え方が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在 

未来 

「未来志向型」思考フレーム 

・未来を起点として課題（今何をすべきか）を整理 

・来るべき未来に向けて何をなすべきか前向きに

検討可能（未来の肯定） 

 

「現状起点型」思考フレーム 

・現在を起点として課題（今後何をしていくべき

か）を整理 

・地に足がついているが「変化できない理由」に捕

らわれてしまいがち（現状の肯定） 

 


